広島市男女共同参画課主要事業の概要（平成23年度）
１　男女共同参画理解・実践事業
⑴　男女共同参画理解・実践事業

　　ア　趣旨

男女共同参画に関して市民の理解促進を図り実践につなげるため、参加型学習による講座を開催する。講座の企画及び実施には、男女共同参画推進員（以下「推進員」という。）が関わる。

　　イ　内容　

(ｱ) 委託事業（㈶広島市未来都市創造財団へ委託）【地域対象】

対象や地域の実情に応じた内容（子育て、地域社会と男女共同参画など）を、公民館で24回程度（各区公民館3館×8区）実施する。
　　　(ｲ) 男女共同参画課実施事業【全市対象】

　　　　　男女共同参画推進の今後のあり方について、2回実施する。
⑵　啓発標語の募集

毎年6月の男女共同参画週間にあわせ、広く学校等に呼びかけて標語を募集し、庁内の選考委員会で選考したうえで、ヒューマン・フェスタ（人権啓発フェスティバル）で表彰する。また、表彰する標語を冊子・ポスター等の各種広報物に掲載し、広く啓発を行う。

　　　※平成23年度選考結果
最優秀賞：「助けあう　男女のパワーは　∞（無限大）」

優秀賞：「性別で　あきらめちゃダメだ　君の夢」
「男女とも　社会をつくる　主人公」

「今日はパパ　明日はママが　お迎えね」

⑶　啓発パネルの作成【新規】

男女共同参画推進条例、第2次広島市男女共同参画基本計画及び男女共同参画の現状を示すデータ等に関するパネルを作成し、各区公民館や各種イベント等の際に掲示することで、市民への周知・啓発を行う。

２　推進リーダーの活動支援

⑴　推進員の養成

　　　公民館等での講座の講師など男女共同参画に関する市民の学習の支援をはじめ、地域において男女共同参画推進の活動を行うリーダーを養成する。

ア　募集及び養成講座の実施
　　　　広報紙等で広く募集し、推進員として必要な基礎的知識や講座の企画・実施に必要なスキル等を習得するための講座を実施する。（全3回開催）

　　イ　登録

　　　　養成講座を修了した者のうち、推進員としての活動を希望する者を登録する。（１年更新）

　⑵　フォローアップ研修の実施

推進員のスキルアップを図るため、男女共同参画に関する国等の動向や社会情勢の変化、講座の技法等についての研修を行う。（全3回開催）

　⑶　推進員会議の開催

　　　活動状況報告、意見交換及び推進員同士の交流、市からの情報提供等を行うため、推進員が一堂に会する推進員会議を開催する。（年2回開催）

３　仕事と家庭の両立のための雇用環境づくり

⑴　広島市男女共同参画推進事業所顕彰事業の実施

女性の能力発揮や職域拡大、仕事と家庭・地域活動との両立支援などに積極的に取り組んでいる事業所を公募・選定し、「広島市男女共同参画推進事業所」として、毎年6月の「男女共同参画週間」に市長表彰するとともに、民間事業所等の具体的な雇用環境づくりに向けて、表彰事業所の取組内容を広く紹介する。
※平成23年度表彰：3社
⑵　広島市男女共同参画推進連携会議の開催

　　　職場や家庭、地域において男女共同参画の実践的な活動を行っている事業者や市民等から構成する「広島市男女共同参画推進連携会議」を開催し、民間事業所等における男女共同参画の促進に向けた本市の諸施策等について、意見・提言をいただく。（年2回開催）

⑶　広島市事業所向け男女共同参画支援講座の実施

民間事業所等の希望に応じて専門の講師（弁護士、人事教育コンサルタント、研究者等）を派遣し、女性の能力発揮や職域拡大、仕事と家庭の両立等の男女共同参画の推進に関する講座を実施する。

４　ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の推進

⑴　ワーク・ライフ・バランスに関するセミナー【新規】
民間事業所等の事業主、人事労務担当者、労働者などを対象に、ワーク・ライフ・バランスの意義や効果についての基調講演と企業の成功事例の紹介を行う。
⑵　冊子「すすめよう　仕事と生活の調和」の作成・配布
　ア　内容

(ｱ)　ワーク・ライフ・バランスの意義、効果
(ｲ)　庁内取組の内容
(ｳ)　ワーク・ライフ・バランスの推進や女性の能力発揮、職域拡大などに積極的に取り組んでいる事業所等の事例
イ　配布方法

母子手帳交付時等に配布

５　男女共同参画拠点施設（広島市男女共同参画推進センター）整備
男女共同参画社会の実現に向けて、広島市女性教育センターを改修し、総合相談、情報提供、学習・研修支援、市民活動支援等の機能を総合的に有する拠点施設（広島市男女共同参画推進センター）の整備を行う。（平成24年4月1日開設予定）
６　ＤＶ防止・被害者支援対策
⑴　ＤＶ専門電話相談の実施

ＤＶ被害者が安心して相談できるよう、ＤＶ被害者の支援を行っているＮＰＯ法人へ委託し、無料で電話相談を実施する。

　⑵　ＤＶ防止啓発リーフレット等の作成

ＤＶに対する認識の浸透・徹底を図るとともに、ＤＶ相談窓口を周知するため、ＤＶ防止啓発リーフレット及びＤＶ被害者支援携帯用カード等を作成・配布する。なお、平成２３年度は、新たに民生委員等関係者用リーフレットを作成・配布する。

⑶　ＤＶ対策関係機関連絡会議の運営

広島市域のＤＶ対策関係機関による情報交換、研究協議などを行うため、ＤＶ対策関係機関連絡会議を開催する。（年2回開催）

　　［構成員］西部こども家庭センター、広島県警、弁護士会、法務局、民間シェルター、市関係課など

⑷　民間シェルター支援

民間シェルターの運営の安定を図るため、運営費を助成する。

　⑸　ＤＶ被害者相談員の資質向上
相談員のＤＶ被害者サポート技術や法令、医療等の知識の習得に向け、研修会を開催する。

７　配偶者暴力相談支援センターの運営

⑴　相談

女性相談員（３名）による電話・面接相談を行い、弁護士による相談が必要な者については、弁護士法律相談を実施する。

　⑵　カウンセリング

被害者の精神的なケアを行うため、専門知識を持った臨床心理士によるカウンセリングを実施する。

　⑶　被害者及び同伴者の緊急時の安全の確保

　　ア　関係機関への同行支援の実施

被害者の精神的・肉体的負担を軽減するため、一時保護を行う必要がある場合には、県婦人相談所への同行支援を実施する。警察及び区役所等関係機関に出向く場合についても同行支援を実施する。

　　イ　緊急宿泊事業の実施

緊急に保護を求めてきた被害者に対し、県婦人相談所での一時保護が行われるまでの間、被害者の安全を確保するため、民間シェルターにおいて短時間保護（１泊程度）を実施する。

　⑷　被害者の自立生活促進のための情報提供等
　　ア　関係課との連携による支援

既存の福祉制度等の情報を収集し、被害者に適切な情報を提供するとともに、関係課と情報を共有し、被害者支援の充実を図る。

　　イ　ケース検討会の開催

被害者の実情に応じた支援の方法を関係課と協議するためのケース検討会を開催する。

　　ウ　証明書等の作成及び福祉事務所等への同行支援

福祉制度等を利用する際に必要となる証明書等を作成するとともに、福祉制度等の利用に当たって窓口への同行支援を実施する。

⑸　保護命令制度の利用の情報提供等
　　　保護命令制度の内容、手続等の情報提供を行い、保護命令を申し立てた際に裁判所から提出を求められる書類を作成するとともに、裁判所等への同行支援を実施する。

　⑹　被害者を居住させ保護する施設の利用の情報提供

　　　母子生活支援施設や市営住宅の活用について情報提供を行う。

資料４
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